
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 青森県 平川市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

〔経常収支比率（合計）〕
人件費に係るものが28.8％、公債費に係るものが24.0％と高い水準で全体の比率を押し上げている。人件費については、集中改革プランの推進により、普通会計職
員数をＨ18～20で33人減（8.0％減）とし、公債費についても繰上償還（Ｈ19～20　592,664千円）、借換債発行（Ｈ19　364,200千円）及び利下げ（Ｈ19　301,080千円分）
を行うなど、同比率の改善を図った。また、平成19年度には平川病院（106病床）を無床診療所とするなど、行政のスリム化を進めている。

〔人件費〕
同比率を高くしているのは、合併したことにより、職員数が類似団体平均より多くなっていることである。計画的に人件費（職員数）の減少に努め、併せて組織機構
の見直しも図る。

〔物件費〕
清掃及び植栽管理等の委託料の見直しや、指定管理者制度の導入などで削減に努めている。（Ｈ18～20　効果額145,995千円）
　　Ｈ21には総合運動施設平賀体育館、Ｈ22には同施設プールに指定管理者制度を導入し、経費の削減を図っている。

〔扶助費〕
　　児童福祉及び生活保護分野の扶助費が、人口一人あたりの類似団体平均決算額と比較すれば、それぞれ、約2倍となっている。児童扶養手当や生活保護費な
ど、今後も適正かつ適切な運用を図りたい。

〔公債費以外〕
　　人件費、物件費及び維持補修費等は、事務事業の見直しを図るなど節減に努めているが、介護保険や後期高齢者医療に係る定率負担（577,616千円）、診療所
特別会計繰出金（152,390千円）が多額になっており、同数値を押し上げている要因となっている。

〔公債費〕
普通建設事業費に係る起債の償還等により、類似団体平均をやや上回っている。
繰上償還（Ｈ19～20　592,664千円）や借換債発行（Ｈ19　364,200千円）及び利下げ（Ｈ19　301,080千円分）を行ってきたが、今後も地方債の新規発行の抑制に努め
るとともに、繰上償還を行い（Ｈ21～22繰上償還　1,000,278千円）、将来への負担を軽減し、一層の財政健全化を図る。

〔補助費等〕
　　各種団体運営費補助金の見直しや（Ｈ18～20　効果額70,768千円）、税の前納報奨金の廃止（Ｈ18～20　効果額37,809千円）など、節減に努めて
きたが、下水道事業会計への基準内補助金357,422千円や、中山間地域等直接支払交付金142,472千円が同数値を押し上げている要因となっている。
 
〔その他〕
介護保険や後期高齢者医療に係る定率負担（577,616千円）、診療所特別会計繰出金（152,390千円）、下水道会計への基準内出資金（251,405千円が多
額になっており、同数値を押し上げている要因となっている。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 3,297,758 95,325 86,128 10.7
賃金（物件費） 85,222 2,463 5,108 ▲ 51.8
一部事務組合負担金（補助費等） 208,008 6,013 6,398 ▲ 6.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,409 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 109,970 3,179 3,186 ▲ 0.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 32,948 952 1,799 ▲ 47.1
▲退職金 ▲ 506,891 ▲ 14,652 ▲ 11,195 30.9
合計 3,227,015 93,280 92,833 0.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 10.90 9.46 1.44
ラスパイレス指数 94.1 95.8 ▲ 1.7

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

2,658,185 76,837 63,504 21.0

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 28 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 929,840 26,878 19,951 34.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

160,456 4,638 5,160 ▲ 10.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

11,436 331 2,433 ▲ 86.4

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 18 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 2,005,657 ▲ 57,975 ▲ 52,946 9.5

合計 1,754,260 50,708 38,148 32.9
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 青森県 平川市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

2,385,559 66,997 - 64,690 - -

うち単独分 1,567,953 44,035 - 39,427 - -

1,252,185 35,584 ▲ 46.9 65,235 0.8 ▲ 47.7

うち単独分 732,033 20,802 ▲ 52.8 35,265 ▲ 10.6 ▲ 42.2

931,595 26,653 ▲ 25.1 56,233 ▲ 13.8 ▲ 11.3

うち単独分 564,994 16,164 ▲ 22.3 32,240 ▲ 8.6 ▲ 13.7

834,399 24,119 ▲ 9.5 57,848 2.9 ▲ 12.4

うち単独分 578,079 16,710 3.4 33,469 3.8 ▲ 0.4

過去５年間平均 1,350,935 38,338 ▲ 27.2 61,002 ▲ 3.4 ▲ 23.8

うち単独分 860,765 24,428 ▲ 23.9 35,100 ▲ 5.1 ▲ 18.8
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